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＊　後期高齢者医療制度をただちに廃止せよ、安心できる医療制度をつくれ

＊　国は「宙に浮いた・消えた年金記録で一人の被害者も出さない」という約束を最後まで守れ
＊　当面　加入期間１０年で年金を支給せよ
· 全額国庫負担による最低保障年金制度をつくれ
ねんきん特別便・届きましたか、　　５月末日までにすべての受給者に送られます
０８年５月末日までに、すべての年金受給者が「ねんきん特別便」を受け取ることになります。

共済組合の年金受給者にも「ねんきん特別便」が発送されました。

届かない人は、社会保険事務所に問い合わせましょう。

年金相談から見えてくるのは、ねんきん特別便を受け取った人が、①受け取ってそのままにし

ている②内容がわからない③社会保険事務所に行ったけれど納得いかない④第三者委員会と
は何？その手続きはどうしたらよいか、・・など疑問を持ちながら、相談できる人・場所を求めてい

る姿です。
０８年３月までに青色の封筒を受け取った人は、「あなたと同じ氏名・生年月日の記録が別にある」とい

うことになります。慎重に粘り強く調べましょう。

０８年４月・５月には緑色の封筒で届きます。緑色の封筒を受け取った人にも、年金記録がもれている

場合がかなりあります。

早期の解決を要求します

記録が見つかっても、訂正後の年金額の支払いに半年以上かかっているという実態があります。

　「宙に浮いた・消えた年金記録」問題への怒りは増すばかりです。

国は「宙に浮いた・消えた年金記録」の解明を最後まで行う責任がある
「宙に浮いた年金記録５,０００万件」の名寄せの作業が終わり、未解明の部分が大量に残る

こともはっきりしました。さらに紙台帳のまま残されている記録も合わせると、膨大な数になります。

このような状況のなかで、今年10月末までには、1億人（受給者３,０００万人・加入者７,０００万

人）が「ねんきん特別便」を受け取ります。

政府は、「最後のひとりまでお支払いする」という約束（国民にとっては当然の約束）の重さに右

往左往しています。

社会保険庁解体・日本年金機構への移行では、年金記録問題は解決しない

新しい組織では、膨大で複雑な記録問題を解決することは困難です。記録問題の責任もあい

まいになる危険性大です。さらに職員削減・外注で、公的年金制度をまもることはできません。

最近のメモ

1 ５月１日から、記録訂正をする場合、社会保険事務所で、「年金額仮計算書」（見込み額の試

算）を渡すことになりました（すでに、窓口で要求して「見込み額」を受け取っていた人はいました

が）。記録が見つかれば、すぐにおおよその金額を知ることができます。

②　１０年以上前の国民年金の期間（平成９年１月以降は対象外）についての記録訂正の申し立

てについて、社会保険庁は「第三者委員会送付前の社会保険事務所段階における処理促進に

ついて」（社会保険庁通知）を出し、社会保険事務所で職権で訂正できるようになりました。

第三者委員会での処理の遅れを反映したものですが、第三者委員会設立の趣旨を損なわな

いのか、疑問が残ります。

➂　社会保障審議会・第７回年金部会が開かれ、最低保障年金制度を含む各種提言や現行制

度下での課題などの検討が始まりました。今後の年金部会から、目が離せません。

4 日本年金機構への移行で、社会保険庁職員約７００人は退職勧奨が必要（内閣官房「年金

業務・組織再生会議」第２４回）とは無責任な言い分です。人員削減と外注で、記録問題を解決

できるのか、公的年金制度を維持・充実させることができるのか、国民は不安の中です。

5 国民年金の任意加入者が、満額になる月数以上に払ってしまった場合、過払い分を返すこと

に変りました。これまでは返さなかったのですが、おかしいという声は以前からあり、ようやく改善さ

れました。

⑥　県民所得に占める年金給付額の割合です。

　高い順に、高知県１５,４％、鳥取県１４,７％、愛媛県１４,５％、長崎県１４,２％、秋田県１４，０％、　

香川県１４,０％・・となりますが、県民経済に大きく寄与していることがわかります。

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

「ねんきん特別便」は、１億人が受け取ります。多くの記録もれが発見される一方、見つからない

・統合されない記録がさらに多数あることも明らかになり、解決は長引くと予想されます。

　あきらめず、国の責任であると主張し、自己の年金権を守ることが大切です。

　年金者組合では、受給者・加入者の年金権を守るため、組合員はもちろん、組合員以外の方

からの年金相談を歓迎します。

　年金者組合は、全県に県本部があり、支部があり、さらに中央本部があります。ご相談ください。

企業年金コーナーもあります。ご愛読ください。

中央本部・年金相談室から

＊　年金相談日は、毎週、火曜日と木曜日、午前１１時から午後４時まで

· 電話・ＦＡＸ・手紙・メールなどで相談・意見・質問なんでもお寄せください。

電話：０３－５９７８－２７５１　　ＦＡＸ：０３－５９７８－２７７７

＊　この「年金相談室通信」へのご意見・ご要望をお聞かせください。
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